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2026 年 8 月 27 日 

各  位 

会 社 名  富士電機株式会社 

代 表 者 代表取締役会長ＣＥＯ 北澤 通宏 

（コード番号6504 東証プライム､名証プレミア､福証） 

問合せ先 経営企画本部 経営企画室長 岸 泰造 

TEL. 03-5435-7213 

連結子会社との合併契約締結に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、当社完全子会社である富士電機フィアス株式会社の当社への

吸収合併（以下「本合併」といいます。）の契約締結について決議し、合併契約を締結しましたのでお知

らせいたします。 

なお、本合併は、当社完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

しております。 

記 

 

１．合併の目的 

富士電機フィアス株式会社は、当社及び関係会社の財務経理部門の業務代行、買掛金支払業務代

行、各社への貸付などの金融関連業務を主要事業とし、グループ内の資金効率化及び財務経理業務

効率化に貢献してきましたが、このたび、各事業を取り巻く環境の変化に対応し、グループ経営効

率化を図る目的で合併することといたしました。 
 

２．合併の要旨 

(１)合併の日程 

合 併 決 議 取 締 役 会  2026 年  8 月 27 日（木） 

合 併 契 約 締 結  2026 年  8 月 27 日（木） 

合併の予定日（効力発生日）  2027 年  4 月  1 日（木）（予定） 

 

(注) 本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に定める簡易合併に該当し、富士電機 

フィアス株式会社においては会社法第 784 条第 1 項に定める略式合併に該当するため、 

それぞれ合併契約の承認に関する株主総会を開催せずに行う予定です。 
 

(２)合併方式 

当社を存続会社、富士電機フィアス株式会社を消滅会社とする吸収合併方式とします。 
 

(３)合併に係る割当ての内容 

当社完全子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行および資本金の増加ならびに合併

交付金の支払いはありません。 

 

(４)消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

富士電機フィアス株式会社は新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 
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３．合併当事会社の概要 

(１)商号 富士電機株式会社 富士電機フィアス株式会社 

 （存続会社） （消滅会社） 

(２)事業内容 

エネルギー、産業、輸送その他社会イ

ンフラに関する各種機器、システムお

よび半導体デバイス、自動販売機、店

舗設備機器の開発、製造、販売、サー

ビスならびにこれらに関するソリュ

ーションの提供 

富士電機（株）及び関係会社の財務

経理部門の業務代行、買掛金支払業

務代行、各社への貸付などの金融関

連業務 

(３)設立年月日 1923 年 8 月 29 日 1995 年 11 月 17 日 

(４)本店所在地 川崎市川崎区田辺新田１番１号 
東京都品川区大崎一丁目 11 番 2 号 

ゲートシティ大崎イーストタワー 

(５)代表者の役職・氏名 
代表取締役会長ＣＥＯ 北澤 通宏 

代表取締役社長ＣＯＯ 近藤 史郎 

代表取締役社長 三本 雄司 

(６)資本金 47,586 百万円 1,000 百万円 

(７)発行済株式数 149,296,991 株 2,001 株 

(８)決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(９)大株主および持株比

率（2026 年 3 月 31 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）    19.00％ 

㈱日本カストディ銀行（信託口）

11.13％ 

全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 

3.45％ 

富士電機㈱ 100％ 

 

(１０)直近事業年度の 

財政状況および経営成績 
2026 年 3 月期(連結) 2026 年 3 月期(単体) 

純資産 842,936 百万円 2,277 百万円 

総資産 1,406,669 百万円 145,630 百万円 

１株当たり純資産 5,428.63 円 1,138,427.13 円 

売上高 1,227,595 百万円 1,727 百万円 

営業利益 136,620 百万円 346 百万円 

経常利益 139,310 百万円 346 百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
98,030 百万円 240 百万円 

１株当たり当期純利益 665.18 円 120,213.84 円 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変更は 

ありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併による連結業績への影響は軽微です。なお、本合併が連結業績に重要な影響を及ぼすことが

明らかとなった場合には、速やかにお知らせいたします。 

以 上 


